


























は、日本の解雇規制が厳しすぎるという経営者の見方 妥当でないという。む ろ解雇に関しては労働法に明確な規制を欠 ており、個別労働紛争処理は裁判 訴えざるを得ず、裁判に訴えるこができる 者と、それ以外の労働者の間に解雇保障金額に大きな格差が生じている。このことは裁判による労働紛争を忌避する企業が、正社員採用を抑制する要因 もなっている。欧州の主要国で導入されてい よう 、解雇の金銭ルールを明確に制定する方が、労働者のためにはるかに公平であり、雇用の効率化に結びつくという。　
第
3章「竜頭蛇尾の同一労働同一賃金改革」で
は、著者はまず労働市場が効率的に機能して れば、裁定取引を通じて「一物一価の法則」という経済原則に基づき、正社員と非正社員 賃 格差は自然に消滅する筈であると述べる。しかし二〇
























経済学の基本法則が機能していないためであ 。その解決は賃金が雇用の需給を反映するよう、雇用の流動性を高めることにつきる。著者が提示する改革は、既存制度を大胆に変革す ものが多く、様々な抵抗意見があろう。外国企業 日本進出もあり、日本独特 労働慣行は崩れてきており、時代は動いてい 。少子高齢化に対する最も有効な処方箋 、人的資源の効率的かつ弾力的な活用であり、本書の公刊を機に、働き方改革 ついて建設的な論議が深まることを期待したい。
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